Ⅱ 　資　　　　　　料

1　本県における交通事故相談所設置の経緯

　昭和37年５月10日、本県は「交通安全県」の宣言を行い、県民総ぐるみで交通事故防止に立ち上がった。39年４月１日、企画調整部調整課で交通安全事務を始め、翌40年４月１日付で同課内に交通安全対策室を設置した。

　それまで交通事故相談は、県弁護士会の交通事故処理委員会が行っていたが、40年４月から県交通安全協会も県弁護士会に委嘱し、協会員の相談を主とし、一般相談もこれに準じて行ってきた。

　経済の高度成長とレジャーブームにより、自動車保有者の激増につれて交通事故も増加し、早急な被害者救済対策が望まれるようになってきた。

　41年１月28日付警察庁交通局長通達にもとづき、県内の各警察署に交通相談係が配置された。また、事故発生率の高い静岡・浜松・沼津・清水の４市が41年度中に、交通事故相談所を設置し、一方では弁護士無料法律相談や、移動県民相談室を県内各所で行い、被害者救済に取り組んできた。

　42年３月31日付自治事務次官通達によって、県や市町村に交通事故相談組織の設置が指示され、つづいて内閣総理大臣官房陸上交通安全調査室が42年７月１日までに、全国50ヵ所に交通事故相談所設置を措置し、同日付総理府総務庁長官通達で「交通事故相談所運営要領」が示された。そこで、本県も42年10月13日、「交通事故相談所設置要綱」「同運営要領」等を定めるとともに、前記の調整課内に交通事故相談所を開設し、所長は交通安全対策室長兼務で調整課長をあてた。

　43年４月１日、調整課から交通安全対策室が分離独立し、相談所も本館２階玄関脇に移った。43年４月１日の県機構改革で交通安全対策室は警察本部に移管され、同時に、行政組織規則をもって交通事故相談所長は広報課長をあてる一方、42年制定の設置要綱、運営要領を廃止し、新たに「交通事故相談所運営要綱」を定めた。

　57年１月４日、それまで県庁西館２階の県民相談室に同居していた交通事故相談所は、県庁本館の耐震補強工事に伴う部屋替えで、新しく設置した中部県民サービスセンター（JR静岡駅東側）の建物内に移転し、63年４月１日の機構改革により企画調整部の所属となり、平成３年４月１日の機構改革に伴い、静岡市有明町、静岡総合庁舎内に移転した。平成３年６月５日から相談者の便宜を図るため、中部行政センター黒金分庁舎（JR静岡駅東側）において相談業務を行っている。平成７年４月１日機構改革により生活・文化部県民生活課交通安全対策室の所属となった。さらに平成11年４月１日機構改革により生活・文化部県民生活総室交通安全対策室の所属となった。

　なお、市の相談所も先に設置された静岡、浜松、沼津、清水の４市をはじめ、42年に富士、島田、43年に富士宮・磐田・御殿場・掛川、45年に三島、46年浜北、48年袋井、また53年１月に御殿場が50年３月をもって廃止していたのを復活する一方、４月に藤枝、６月には裾野、56年４月には焼津が（60年末で一旦廃止、平成２年から復活、平成４年廃止、平成11年から非常設で再開）、そして平成13年４月に清水町が交通事故相談所を設置し、現在併せて17市町で相談業務を行っている。

2　交通事故の発生状況

　　　　　　区　分

年　別
件　　　数
死　者　数
負 傷 者 数


全　国
静岡県
全　国
静岡県
全　国
静岡県

本　　　　年　　　　累　　　　計
１４　年
936,721
41,082
8,326
269
1,167,855
52,751


１３　年
947,169
42,374
8,747
307
1,180,955
54,295


比 較

増 減
数
△ 10,448
△ 1,292
△ 421
△ 38
△ 13,100
△ 1,544



率
△ 1.1
△ 3.0
△ 4.8
△ 12.4
△ 1.1
△ 2.8


一 日

平 均
14年
2,566.4
112.6
22.81
0.74
3,199.6
144.5



13年
2,595.0
116.1
23.96
0.84
3,235.5
148.8


人口10万人当たり
735.9
1,086.5
6.54
7.11
917.5
1,395.2

注：人口は平成13年10月１日現在の推計人口

3　静岡県交通事故相談所運営要綱

　（目的）
第１条　静岡県交通事故相談所（以下「相談所」という。）は交通事故被害者対策に重点をおき、静岡県行政組織規則（以下「組織規則」という。）に定める交通事故に係る相談、交通事故被害者援護活動に関し、これを公正適正に解決するための教示および指導ならびに関係機関等へのあっせん等を行い、交通事故被害者等の救済に寄与することを目的とする。　（事務の内容と実施の基準）
第２条　組織規則に定める事務は、次の基準により実施するものとする。

　(1) 交通事故相談は、死亡、重傷、または後遺症等重大被害を受けた者または家族に重点をおいて実施するものとし、とくに賠償問題に関する相談事案は事故状況その他の事実関係の十分な調査資料にもとづいて、適切な指導、助言を行うこと。

　(2) 賠償問題に関する相談事案の処理にあたっては当事者間の示談交渉そのものに介入しないこと。

　(3) 賠償問題に関する相談事案で、訴訟、調停等の司法手続きによらなければ問題の解決が困難と認められるに至ったものについては、利用可能な諸司法手続きを一般的に教示するにとどめ、静岡県弁護士会交通事故処理委員会または法律扶助協会静岡県支部にあっせんすること。

　(4) 更生問題に関する相談事案について、更生の方途、各種社会福祉制度の利用等につき指導助言するとともに、必要に応じて福祉事務所、公共職業安定所、社会福祉協議会等にあっせんを行うこと。

　(5) その他の被害者等の一身上の問題についても、できる限りの相談に応じること。

　(6) 交通事故相談実施後においても、なお補完的な指導を求められたものについては市町村、民生委員または人権擁護委員等に連絡し、補完的な指導を行う等の協力を求めること。

　(7) 市町村の行う交通事故相談の指導援助および交通事故相談員の研修等を実施するものとする。

　(8) 交通事故被害者援護についての広報を行うものとする。

　（巡回相談）
第３条　交通事故被害者の利便を図るため、必要に応じて巡回相談を実施するものとする。

　（交通事故相談日等）
第４条　交通事故相談は、来所者に対して行うことを原則とし、次の各号に掲げる日を除き、毎日これを行う。

　(1) 日曜日並びに土曜日

　(2) 祝祭日

　(3) 12月29日から翌年１月３日までの日（前号で掲げる日を除く。）

２　相談時間は、午前９時から正午までおよび午後１時から午後４時までとする。

３　相談は無料とする。

　（交通事故相談員）
第５条　第２条の事務を行わせるため、相談所に主任交通事故相談員（以下「主任相談員」という。）交通事故相談員（以下「相談員」という。）その他の職員をおく。

２　主任相談員は、所掌事務を整理し、所長を補佐する。　

３　主任相談員および相談員は、非常勤とし、知事が委嘱する。

　（顧問弁護士）
第６条　相談所に顧問弁護士（以下「弁護士」という。）をおく。

２　弁護士の行う事務は、次のとおりとする。

　(1) 法律知識を必要とする相談

　(2) 交通事故相談員に対する法律上の指導助言

　

３　前項の弁護士は、知事の要請にもとづいて静岡県弁護士会が派遣する弁護士をもって充てる。

４　弁護士の相談日は、毎週１回（木曜日）とする。ただし、当日が休日のときはその翌日とする。

５　弁護士の相談時間は、午後１時から午後４時とする。

　（相談票の作成）
第７条　交通事故相談員は、相談事案１件ごとに、相談内容の概要およびその処理事績を明らかにした相談票を作成するものとする。

　（庶務）
第８条　相談所の庶務は、中部県行政センターにおいて所管する。

　　　附　則

１　この要綱は昭和44年４月１日から施行する。

２　静岡県交通事故相談所設置要綱（昭和42年10月13日制定）および静岡県交通事故相談所運営要綱（昭和42年10月13日制定）は廃止する。

　　　附　則

　この要綱は、平成４年８月１日から施行する。

　　　　静岡県行政組織規則（一部抜すい）

　　　第３節　生活･文化部関係出先機関

　　　　　　　　　　　交通事故相談所

第28条　交通事故に関する事務を処理するため、静岡県交通事故相談所（以下「交通事故相談所」という。）を静岡市有明町に置く。

２　交通事故相談所の所掌事務は、次のとおりとする。

　(1) 交通事故に係る相談に関すること。

　(2) 交通事故被害者の援護活動に関すること。

３　交通事故相談所の交通事故に係る相談事務の一部は、静岡市黒金町において行う。

　（職員の任命）
第123条　第112条から前条までに規定する職の職員は、知事が命ずる。ただし、次の表の左欄に掲げる機関の職の職員には、同表の右欄に掲げる職にある者をもって充てる。

　交通事故相談所長
　中部県行政センター副所長

　交通事故相談所長補佐
　中部県行政センター総務防災課長

4　交通事故相談所運営要領

平成３年７月１日

総務庁長官官房交通安全対策室

　（目的）
第１　この要領は、交通事故相談所交付金交付要綱（平成３年７月１日総務庁長官決定。以下「要綱」という。）に基づき、国が交付金を交付する交通事故相談所の円滑かつ適正な運営を図るため、必要な事項を定めることを目的とする。

　（定義）
第２　この要領において「交通事故相談」又は「関係援護機関等」とは、要綱第３条第１項第１号又は第２号に規定する交通事故相談又は関係援護機関等をいう。

　（交通事故相談所の基準）
第３　交通事故相談所の設置及び運営に関する基準は、要綱第５条に定めるもののほか、次の各号に掲げるとおりとする。

　(1) 設置の場所は、原則として都道府県等の庁舎内とすること。

　(2) 相談室には、机、椅子、電話、ファイリングキャビネットその他交通事故相談の運営に必要な備品を置くこと。

　(3) 交通事故相談所の交付対象経費の総額が、国の交付金交付額の倍額以上となるよう努めること。

　（主管部局）
第４　交通事故相談所の主管部局（以下「主管部局」という。）は、交通安全対策総合調整担当部局、民生担当部局又は広報担当部局とする。

　（相談業務等の実施の基準）
第５　交通事故相談所の交通事故相談及び関係援護機関等へのあっせんに関する業務の実施の基準は、次のとおりとする。

　(1) 交通事故相談は、死亡、重傷又は後遺障害等の重大被害を受けた者又はその家族に重点をおいて実施するものとし、特に賠償問題については、事故状況その他の事実関係の充分な調査に基づいて、的確な指導助言を行うこと。

　(2) 賠償問題に関する相談事案の処理に当たっては、弁護士の指導の下に公正妥当な損害賠償が行われるよう助言すること。

　(3) 賠償問題に関する相談事案で訴訟、調停等の司法手続によらなければ問題の解決が困難と認められるに至ったものについては、利用可能な諸司法手続を一般的に教示するにとどめ、財団法人交通事故紛争処理センター、財団法人日弁連交通事故相談センター又は財団法人法律扶助協会にあっせんして、その処理を委ねること。

　(4) 更生問題に関する相談事案については、更生の方途、各種社会福祉制度の利用等につき指導助言するとともに、必要に応じ公共職業安定所、福祉事務所、自動車事故対策センター又は社会福祉協議会へのあっせんを行うこと。

　(5) その他一身上の問題についても、できる限り相談に応じること。

　(6) 交通事故相談実施後においても、なお引き続いて補完的な指導を要すると認められるものについては、市町村、民生委員又は人権擁護委員に連絡し、補完的な指導を行う等の協力を求めること。

　（広報業務の実施の基準）
第６　交通事故相談所の広報に関する業務の実施基準は、次のとおりとする。

　(1) 住民に対し、民事上の損害賠償制度、自動車損害賠償責任保険制度等交通事故による被害を受けた際に必要な予備知識の普及に努めること。

　(2) 交通事故被害者に対する損害賠償責任の適正な履行についての住民の関心の高揚及び交通事故被害者に対する援護思想の普及に努めること。

　(3) 交通事故相談所の行う交通事故相談活動を交通事故被害者等に周知することにより、広く相談の機会を提供するよう努めること。

　(4) 前３号に掲げる広報事項の普及のため、パンフレット、都道府県及び市町村の広報紙、新聞、ラジオ、有線放送等の広報手段を積極的に利用すること。

　（関係機関等との協力体制）
第７　主管部局は、交通事故相談所の業務の円滑かつ適正な運営を図るため、交通事故被害者対策に関する連絡協議会の開催等により、次に掲げる機関又は団体と交通事故相談所との間の緊密な連絡協力体制の確立に努めるものとする。

　一　関係援護機関等

　ニ　都道府県警察

　三　地方裁判所及び簡易裁判所

　四　都道府県人権擁護委員連合会

　五　民生委員協議会

　六　財団法人交通安全協会

　七　社団法人日本損害保険協会（支部）

　八　自動車保険料率算定会（調査事務所）

　九　その他交通事故被害者に関する事務又は事業を行う機関又は団体

　（市町村に対する指導）
第８　都道府県の主管部局は、市町村における交通事故相談活動の充実強化を図るため、交通事故相談に関する市町村職員の研修及び交通事故相談業務の運営に関する市町村の指導に努めるものとする。

　（交通事故相談員）
第９　交通事故相談員は、交通事故被害者又はその家族等からの相談に応じ、必要な指導助言を行い、及びこれらに付随する業務を行うものとする。

２　交通事故相談員は、社会的信望があり、かつ、前項に規定する職務を行うに必要な熱意と知識経験とを有する者のうちから、都道府県知事又は指定都市の長が委嘱するものとする。

３　交通事故相談員は、複雑かつ多様化する交通事故相談に対処するため、専門的な損害賠償等に関する知識を取得するなど、自己研鑽に努めること。

　（所長及び職員）
第10　交通事故相談所の所長は、交通事故相談所の業務の運営につき指導監督するものとする。

２　交通事故相談所の職員は、所長を補佐し、交通事故相談所の庶務を処理するものとする。

　（相談票の作成）
第11　交通事故相談員は、相談事案１件ごとに、相談内容の概要及びその処理事績を明らかにした相談票を作成するものとする。
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